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研究成果の概要（和文）：織布企業には下請から脱却して新製品開発・新規市場開拓を行っている事例が見ら
れ、企業がグループを形成し産地を越えた連携も行われていることが、聞き取り調査によって明らかになった。
また福井産地の染色加工工程においては、原糸メーカーが主導的に技術指導を行ってきたが、産地の染色加工業
者、染料及び薬剤メーカー、繊維機械メーカー、そして産地に所在する大学や公設試験場も連携することで、技
術形成が行われてきたことが明らかになった。
さらに、海外拠点での染色加工においては、日本の技術をベースにしつつも、現地独自の技術形成も見られてい
ることがわかった。

研究成果の概要（英文）：This study explains that there are such cases that textile weaving companies
 which used to be subcontractors develop their own products and tap a new market. And their 
companies make a group and collaborate across production areas. Also, formulation of dying 
technology through division of labor between companies in a textile production area of Fukui 
prefecture in Japan has been formulated by collaboration between a synthetic fiber manufacturer and 
dyers of a textile production area within a corporate group.
In addition, a dye manufacturer, a chemical manufacturer, a textile machinery manufacturer, Fukui 
University, or Industrial Technology Center of Fukui Prefecture also has intimately been involved 
with it. 
Furthermore, offshore production bases of their companies formulate their own technologies based on 
textile manufacturing technologies in Japan.

研究分野：工業経営論　生産管理論
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  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現在、円高の進行や新興国市場の急速な拡
大によって、日本の製造企業は海外での企業
活動を進めており、多くの企業では、日本国
内・国外も含めた抜本的な開発・生産・販売
体制の再構築が行われている。そしてそこで
は、グローバルな企業間分業体制が構築され
つつある状況にある。 
かつては安価な労働市場を前提とした低
コスト生産により、海外の生産拠点において
低価格な製品の大量生産を行い、日本国内で
は高付加価値製品の多品種少量生産を行う、
という棲み分けが行われていた。しかし、海
外での市場拡大に伴い、高付加価値品へと需
要がシフトするとともに、海外の製造企業の
技術力向上によって競争が激化しており、海
外市場においても高付加価値品を開発・生
産・供給する体制を構築する必要に迫られて
いる状況にある。そのためには、従来のよう
な日本国内で高めた生産技術を海外に移転
する形から、当初より海外で生産技術を高め
るという形へと移行し、日本国内・国外を含
めたグローバルな分業体制と、それぞれの地
域におけるサプライヤーとのグローバルな
協業関係を構築していくことが必要となっ
てきている状況にあるといえる。 
こうした状況下において、日本のモノづく
りがグローバルな企業間分業のなかでどう
いった位置付けにあり、どのような役割を担
っていくのか、また、競争環境の変化が、日
本国内における技術蓄積や発展及び企業間
分業構造にどのような影響を与えてきたの
かを検証することで、モノづくりの生成・発
展・変容の様態や、今後の日本のモノづくり
を考えるうえでの示唆になりうるといえる。 

 
２．研究の目的 
本研究では、日本の繊維産業を対象に、主
に原糸メーカーと繊維産地との企業間分業
の実態について検証し、繊維企業における開
発・製造拠点としての日本の位置付けについ
て検証を行う。あわせてアジア地域の繊維産
業について、現在どのような生産技術を保有
し、それはどのようにして蓄積されてきたの
か、それらの企業が持つ競争力の具体的な中
身について検証する。そしてこれらの企業が、
それぞれの地域の役割をどのように位置付
け、グローバルな分業体制を構築しているの
か、そのなかでの繊維産地の役割はどのよう
なものかについて考察を行うこととする。 
これまで多くの研究では自動車は家電な
どが研究の対象となっており、繊維産業はあ
まり研究が行われていない状況であるが、繊
維産業は非常に歴史が長く、早くからグロー
バルな競争が行われていることから、他の産
業よりも先に新しい動きが見られることが
多く、モノづくりの展開を検証するうえで非
常に重要な産業である。モノづくりの生成・
発展・変容の様態や、今後の日本のモノづく
りを考えるうえでの示唆になると考えられ

る。 
 
３．研究の方法 
主に、国内外の繊維関連企業（原糸、織布・
染色、設備メーカー、染色及び薬剤メーカー）、
への聞き取り調査を行うことで、繊維産業に
おける企業間分業構造の考察を行う。国内の
繊維関連企業の調査を行い、技術蓄積・発展
の構造及びそれぞれの企業が持つ技術やノ
ウハウを明らかにするとともに、それが海外
拠点において、どのように展開されているの
かについて、聞き取り調査を行うことで検証
を行う。 
 
４．研究成果 
(1) ①調査を行った繊維産地の小規模織布
企業においては、いわゆる下請ビジネスから
脱却し、新製品開発・新規市場開拓を行って
いることが明らかになった。具体的には、新
製品開発による産業資材分野への進出や、海
外市場開拓が見られている。また、繊維企業
グループの事例においては、円高や不況を機
に受注量が減少したことを受けて、メンバー
企業は下請ビジネスからの脱却を図り、展示
会への出展を機に製品開発の能力を高めて
きた。当初は行政の支援も受けながら産地内
の業界団体の単位で出展し、これを継続し製
品開発活動を行うなかで、他産地の繊維企業
とのつながりを持つようになった。 
②かつては多くの繊維産地では、全ての関連
企業が揃っており産地内での分業が行われ
ていたが、多くの企業が廃業となり生産が維
持できなくなったことや、海外の繊維企業と
の競争のなかで差別化を図るために、これま
でにない製品の企画開発を狙って、産地間で
の連携が行われている状況にあることがわ
かった。そこでは、特定の発注先からの受注
に依存していないことから、発注先が増える
とともに発注のロットは小さくなっており、
小回りが利き柔軟な対応が出来る小規模企
業の強みを活かしているが、一方で、高コス
トになりがちなため、付加価値を高めて利益
を確保する方策が模索されている。 
③さらに、他産地の繊維企業との連携を通じ
て、新製品の開発や新しい顧客とのコンタク
トにつながった事例もあるとされる。また、
展示会などを通じて顧客と直接接点を持つ
ことで、より多くの情報が交換できるように
なり、競争力の高い製品の開発にもつながっ
ているとされる。そこでは、顧客や原材料、
加工業者などを相互に紹介し活用すること
で、産地を越えた連携による企業間分業を行
うことにより、新規顧客の開拓や新たな製品
開発に結びつけることが行われている。それ
ぞれの企業が立地する産地の特徴ある技術
を高めつつ、他産地の技術を活用することで
より幅広い企業間分業が可能になり、競争力
を高めることにつながるといえる。 
(2) ①繊維産業のなかでも製品に大きな付
加価値を与える工程である染色加工工程を



対象として、日本最大の合繊長繊維織物産地
である福井を事例に考察を行った。合成繊維
の染色加工技術やノウハウは、原糸メーカー
を中心とした系列を通して染色加工業者に
技術者を派遣して伝達していたが、それは原
糸メーカーからの一方的なものではなく、糸
の状態や織り方、水などに関する染色加工業
者からのフィードバックを反映しながら、技
術やノウハウが蓄積されてきたことが明ら
かになった。 
②染色加工の現場で発生した問題は、原糸メ
ーカーだけでなく、染料及び薬剤メーカーと
その販売会社、染色機械メーカーとも情報交
換をしながら、連携して技術・ノウハウを蓄
積してきたことについても明らかになった。
これらの企業は、原糸メーカーの系列ではな
く独立している存在であることから、系列を
超えた幅広い技術・ノウハウが集まり、それ
らが他の系列企業に間接的に伝わっている。
ただし、こうした技術やノウハウは汎用的な
部分に留まり、それぞれの染色加工業者が持
つ前後工程や、扱っている糸の種類や加工方
法、そこで用いられている水との組み合わせ
などとの関係から、製造技術に関わる詳細部
分については、それぞれの染色加工業者固有
の技術・ノウハウがあることも明らかになっ
た。こうした部分は海外企業が簡単に真似出
来るものではなく、日本の染色加工の強みで
あるといえる 
③また、福井産地に所在する研究機関である
福井大学工学部及び福井県工業技術センタ
ーにおいては、前者が主に基礎研究に関わる
部分について、後者が主に製品の試験や分析、
製品開発、応用研究に関わる部分において、
繊維関連企業と協働して染色加工の技術形
成に関わってきていることが明らかになっ
た。 
④これらを踏まえると、福井産地の染色加工
技術形成は、原糸メーカーを中心とした系列
内部での技術・ノウハウの蓄積と、染料メー
カー、薬剤メーカー、研究機関などの系列と
は関わらない組織による技術・ノウハウの蓄
積とが組み合わさった、下図のような複合的
な技術形成の構造になっていると考えられ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そこでは、系列における垂直的な関係のなか
で技術が形成される一方で、系列以外の企業
や組織において汎用的な技術形成が見られ、
その技術やノウハウが系列横断的に伝わっ
ているとされている。 
(3) ①海外に拠点を置く染色加工業者及び
薬剤メーカーを対象に、海外生産拠点におけ
る技術の具体的な中身と、現地における関連
企業との企業間分業について、タイを訪問し
て実態調査を行った。染色加工業者のタイに
おける拠点は、ほぼ日本とほぼ同じ従業員数
を抱え、現地に進出した国内外の企業に対し
て製品の供給を行っている。また、日本の技
術を現地に移転するだけではなく、現地独自
での技術形成も見られている。 
②また日本の拠点において染料の配合技術
が確立していることから、海外拠点において
は現地企業からの納入と現地での配合が行
われている。ただし、薬剤に関しては種類が
多様であり薬剤自体も少量で用いられるこ
とから、現地に進出した日本企業からの納入
が行われていることがわかった。 
③設備については、多くはアジア地区のメー
カーの設備を用いて加工が行われているが、
加工が難しい製品については日本製の設備
を使用されており、顧客の求めるレベルに応
じた使い分けがなされていることがわかっ
た。 
④薬剤メーカーにおいては、現地顧客への製
品供給のみならず、現地に開発拠点を持ち、
顧客の要望に即座に応えられる体制となっ
ていることが明らかになった。 
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